
事務事業数

16

予算額
（千円）

Ｒ４ 6,564,215 Ｒ３ 3,413,234 Ｒ２

政策体系
(中項目)

安全・安心な生活の基礎となる防災体制の確立
政策体系
コード

知事公約　創生総合戦略　強靱化計画

緊急性
優先性

前年度
二次評価
意見

- 対応状況
(R4.3時点)

-

実績と成果

・避難所の福祉的支援にあたるＤＷＡＴ（災害派遣
福祉チーム）やＤＣＡＴ（災害派遣ケアチーム）等
に係る調整や隊員養成等
・市町村に対する、避難計画作成等支援
・障がい者、高齢者等の利用が多く見込まれ、車い
す使用者用駐車施設が整備されていない道立施設の
駐車施設整備
・出入口の段差解消、手すりの設置、トイレ改修等
がされていない道立施設の整備

施策名 高齢者や障がいのある人等に対する防災体制の整備
施策
コード

0411

施策目標

高齢者や障がいのある方々などの要配慮者が、災害時、避難に必要な支援が受けられる体制づく
りを促進する。
北海道福祉のまちづくり条例に基づき、障がい者、高齢者、妊産婦をはじめ全ての人が円滑に利
用できるよう、道立施設の福祉環境整備を行い、全ての人に優しいまちづくりを推進する。

・北海道災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の設置については、日本赤十字社北海道支部、北海道
医師会及び総務部危機対策局危機対策課を通じて防災会議構成機関（消防・警察・自衛隊等）へ
周知した。また、ＤＷＡＴの派遣については、福祉施設関係団体及び福祉関係職能団体等と相互
協力の下、行うこととなっている。
・避難計画作成にあたっては、防災部局である総務部危機対策課等とも連携し、市町村に対する
働きかけを行った。（国のモデル事業を活用し、市町村の避難計画作成等支援を実施。（９月～
１月に実施予定））

最大規模の風水害が連続している状況から、被災自治体の災害対応を支援する保健・医療・福祉・行政
等の専門的な応援体制の確保について法制化等も含めて制度の充実や整理のほか、社会福祉施設等
の耐震診断費用助成制度の創設や自力避難困難者が多数利用する社会福祉施設等における防火・防
災対策を含めた安全対策の充実について、国へ要望している。［令和５年度国の施策並びに予算に関す
る提案・要望」（災害対策・国民保護関係）

主な取組

R3はDWATの組成や派遣により災害に必要な
支援体制を確保する目的で設置している
「災害福祉支援ネットワーク会議」を年2
回開催したほか、チーム員候補者数144名
のうち、研修を受講した90名をチーム員登
録名簿に搭載。高齢者､障がい者､妊産婦を
はじめすべての人々が､道立施設を円滑に
利用できるよう必要な改善整備を実施し
た。
令和3年度：30施設、37ヶ所を整備。
・各養成研修を実施することにより、支援
体制の強化が図られた。（ＤＷＡＴチーム
員研修（R3:3回、R4:1回予定）、ＤＷＡＴ
リーダー研修（R4:1回予定））
・避難計画作成等支援に係る訪問を実施す
ることにより、市町村における計画作成が
促進された。（7件実施済、今後5件程度実
施予定）

0

現状と
課題

・災害時の要配慮者に対する支援体制については、道や市町村により体制が構築されつつあるも
のの、市町村において避難行動要支援者の避難計画が作成されていないなど、体制が不十分な点
もあることから、市町村等に対する支援の継続が必要。
・平成３年から概ね３年間の整備方針を策定し、計１０期３０年にわたる整備事業の計画的な推
進により、道立施設のバリアフリー化が一定程度進んだものの、改善が必要な施設・項目は残さ
れており、整備の継続が必要。

連携状況

総務課、地域福祉課所管課
保健
福祉部令和４年度　基本評価調書① 所管部局

１（６）A

今年度の取組

概ね順調総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 % R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定

目標値 95 95 95 95
実績値 84 86 87

増加 ％ R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R4) 達成率 指標判定
目標値 100 100 100 100
実績値 100 100 100

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

【総合判定】

対応方針番号

指標名①

B

分析（主な取組と成果）

市町村の実績を表す指標であり、道は取組を促進する形で関与。
市町村が抱える人員体制や必要となる器材及び備蓄整備などといった課題等について、防災や福祉担当者
が参加する会議の場において課題解決に向けた道の支援方策を情報提供するとともに、意見交換を行うな
ど、市町村の福祉避難所の確保を支援している。

-

設定理由

分析（主な取組と成果）

分析（主な取組と成果）

耐震化整備に係る補助の実施により、社会福祉施設の耐震化は着実に進んでいる。

設定理由

-

100.0%

北海道強靱化計画に基づく、市町村の福祉避難所確保率として設定

指標名②

指標名③

福祉避難所の確保状況

設定理由

0411

北海道強靱化計画に基づく、建築物の耐震化率として設定

○ A 総合判定 概ね順調連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

社会福祉施設の耐震化率 91.6%

施策名
高齢者や障がいのある人等
に対する防災体制の整備

施策
コード

翌年度に
向けた
対応方針

内容

①
　DWATに係る活動を継続していく。また、被災自治体の災害対応を支援する保健・医療・福
祉・行政等の専門的な応援体制の確保について法制化等も含めて制度の充実や整理を図る
よう、国に対し要望を継続する。

②
　耐震化整備を継続していく。また、国に対する社会福祉施設等の耐震診断助成制度
の創設等の要望及び北海道・東北７県保健福祉主管部長会議による施設整備に係る財
源確保の要望を継続する。

③
より充実した要配慮者への支援体制構築のため、各養成研修等の取組を継続し
ていく。

A

令和４年度　基本評価調書②



<二次政策評価>

対応方針番号

昨年度に引き続き、DWATに係る各研修（チーム員登録研修、
リーダー研修）を実施し、更なる隊員確保や隊員の地域偏在解
消を図るなど、より充実した要配慮者への支援体制を構築す
る。

R4年度
二次政策
評価

高齢者や障がいのある人等
に対する防災体制の整備

施策
コード

0411

方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

令和5年度も継続して、DWATチーム員の養成を行い、支援体制
の強化を図る。また、引き続き国に対し法制化等の要望を行
う。

R5新規事
業数

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への
対応

令和5年度以降も継続し、社会福祉施設等の耐震化が必要な施
設に対し補助金を支出することで各施設の耐震化整備を進め
る。また引き続き国に対し財源確保の要望を行う。



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0801 0407 一般
施設運営指導費（社会福祉施設整
備指導監督費）

地域福祉
課

0 123 123 0.1 0.0 0.1 901 ②
改善（取組
分析）

改善

0802 0407 一般 社会福祉法人指導監督費
地域福祉
課

0 447 223 2.6 11.5 14.1 110,201

0803 0407 一般
福祉のまちづくり推進費（貸付金＋
事務費分）

地域福祉
課

0 97,411 1,409 1.5 0.0 1.5 109,087

0804 0407 一般
すべての人にやさしいまちづくり推
進事業費

地域福祉
課

0 39,000 39,000 0.5 0.0 0.5 42,892

0805 0407 一般
民間社福施設職員等退職手当共
済事業費補助金

地域福祉
課

0 1,058,094 1,058,094 0.0 0.1 0.1 1,058,872

0806 0407 一般
福祉サービス運営適正化委員会
補助金

地域福祉
課

0 11,700 5,850 0.0 0.1 0.1 12,478

0807 0407 一般
社会福祉法人の設立認可、定款
変更に関すること

地域福祉
課

0 0 0 6.3 7.6 13.9 108,198

0808 0407 一般
法令関係に係る総合調整に関する
こと

地域福祉
課

0 0 0 0.4 1.5 1.9 14,790

0809 0407 一般 条例制定に関すること
地域福祉
課

0 0 0 0.0 0.4 0.4 3,114

0816 0407 義務費
民間保健福祉施設整備資金利子
補給金(介護老健施設）

地域福祉
課

0 957 957 0.1 0.2 0.3 3,292

0817 0407 一般 社会福祉施設整備事業費
地域福祉
課

465,000 1,382,018 17,910 0.8 3.7 4.5 1,417,046

0818 0407 一般 社会福祉施設整備（老人施設）
地域福祉
課

0 3,244,576 24,305 0.9 1.7 2.6 3,264,814

0819 0407 義務費
民間保健福祉施設整備資金利子
補給金

地域福祉
課

0 967 967 1.0 1.1 2.1 17,313

0820 0407 一般
社会福祉施設整備に係る各種調
査等に関する事務

地域福祉
課

0 0 0 1.4 1.5 2.9 22,574

0821 0407 一般
社会福祉施設等における感染拡
大防止対策

地域福祉
課

0 728,922 0 1.0 1.3 2.3 746,825

0101 事務
災害救助法による救助・救援に関
する事務

総務課 0 0 0 2.3 0.0 2.3 17,903

465,000 6,564,215 1,148,838 18.9 30.7 49.6

介護老人保健施設が(独）福祉医療機構からの借入金の利子補給

各種社会福祉施設等の整備に対し、補助する経費

災害救助法による救助・救援等に関すること、災害時の避難対策に関すること

令和４年度

執行体制
フル
コスト
（千円）

老人福祉施設の整備に対し、補助する経費

民間社会福祉施設が(独）福祉医療機構からの借入金の利子補給

厚生労働省からの国費施設整備に係る執行状況、耐震化、アスベスト
等の実態調査等に関する事務及び庁内に係る施設関係の計画や会議
に関する事務

社会福祉施設等において、新型コロナウイルスの感染拡大防止に係る
衛生用品の支援等について補助する。

課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

計

令和4年度　事務事業評価調書
高齢者や障がいのある人等に対する防災体制
の整備

事業費
（千円）

社会福祉施設整備指導監督及び施設整備選定のための有識者会議開催

社会福祉法人の指導監査及び運営指導の実施に要する経費。
指導監督を担う職員の研修の実施、福祉サービス第三者評価事業の普
及啓発、社会福祉施設等の事故報告等に関する事務等

北海道福祉のまちづくり条例に基づく普及啓発や推進体制の整備

高齢者、障がい者、妊産婦をはじめ、全ての人が道立施設を円滑に利
用するための改善整備

民間社会福祉施設職員等の退職手当の支給経費に対する補助

福祉サービス利用者の権利擁護・苦情処理、相談等を行う第三者機関
を設置するための経費

社会福祉法人に関する設立認可、定款変更等に関する事務

所管法令に係る総合調整、訟務の総括に関する事務

地域主権改革一括法等に係る社会福祉施設等の基準の条例制定業務

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
二次政策評価意見

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

0411

一次政策評価

令和４年度


